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山梨県二拠点居住推進センター のご紹介
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・令和３年４月１日、県内でのサテライトオフィス
設置や、テレワークを検討している企業等の窓口と
して、山梨県 東京事務所内に開設。

・企業誘致活動やニーズの把握を行う。
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新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会のあらゆ
る面で根本的な転換が求められる中、テレワークが急速に
普及。

テレワークの普及等により地方へのニーズが高まる中で
実際に地方部へと拠点を移す動きが加速

山梨県の特性を活かし二拠点居住を推進
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二拠点居住とは
⇒都市部と地方部の双方に生活と仕事の拠点を持つライフスタイル
例えば…
平⽇でも地方部の良好な環境で生活しながらテレワークし、必要

に応じて都市部の拠点で生活・出社

「週末は山梨にいます。」

※従来の二地域居住
平日は都市部で生活・出社、休日は地方部

で趣味の時間を過ごす
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概 要

多様な働き方推進 人材確保・定着 健康経営 新規事業創出

SDGｓ・ESG経営 BCP対策 コスト削減

サテライトオフィスの開
設、ワーケーション施設

の情報提供

Uターン・Iターン人材の確
保や社員のエンゲージメン

ト向上

サテライトオフィス開設や
オフィス移転による

社員のQOL向上

地域企業との連携による
イノベーション創出

地域でのSDGsを
テーマとした事業開発

災害時に伴うリスク分散
のための本社移転

移転に伴う家賃・
固定費・人件費削減

⼭梨県が持つ資源を活⽤して経営課題を解決します。

企業が抱える経営課題
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TRY!YAMANASHI!
実証実験サポート事業

県内ワーキング
スペースの情報提供

地方自治体・地域企業・
コミュニティの紹介

企業移転事例
の情報提供

スタートアップ支援
拠点の設置

⼭梨県施策における⽀援内容

オフィス移転に関する
補助金 移住支援金

資金調達サポート事業 その他スタートアップ
支援プログラム
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事例のご紹介

ニーズに沿ったニーズに沿った

ニーズに沿ったニーズに沿った

ニーズに沿ったニーズに沿った

背景：コロナ渦で社員全員がリモートワークになったことを機に、本社を工場の近くに移転することで事業運営をスムーズに行うことや
地域との事業連携を目的として移転

内容：現在は小菅村の地域の農家とコラボレーションしたクラフトビールの新商品開発など地元企業と連携した新規事業を手掛けている。
成果：全体的なコスト削減と移転したことで地元農家や企業との事業連携がしやすくなった。また、地域の雇用創出や人材確保で優位に。

新規事業創出「FarYeastBrewing社」

人材確保・定着「キャップクラウド社」

企業変革「アミューズ社」

背景：サテライトオフィス兼コワーキングスペースを作って人が出入りする仕組みを作ろうという流れで始まった。
内容：千代田区に本社があるIT企業で、富士吉田市にサテライトオフィス兼コワーキングスペースを開設し、社員に「働き方選択制度」

を導入し、働く場所と働き方を選べるようにしている。
成果：優秀な人材の採用に成功、コスト削減

背景：2021年を”新創業期”と位置づけ、大きな変革を起こすべく本社移転を実施。
内容：「UPCYCLE LIFE 」をコンセプトに、”心身の浄化” ”原点への回帰” ”自然との共生” ”常時接続からの解放” を通じて、新時

代の文化を世界へ発信していく。
成果：次期オープン予定
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やまなし未来創造インフォメーションサイトのご紹介

〜⼆拠点居住・テストベッド誘致情報を提供しています〜

サイト紹介
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やまなし未来創造インフォメーションサイト（⼆拠点居住・テストベッド誘致情報を提供）
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サテライトオフィス・シェアオフィス等の情報
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⼭梨県の取組・⽀援策の紹介
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テストベッド誘致の情報
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やまなし未来創造インフォメーションサイト
https://www.pref.yamanashi.jp/try_yamanashi/index.html

やまなし 未来 検索

サイト紹介



14

⼭梨県⼆拠点推進センターのご紹介

概 要 県内でのサテライトオフィス設置やテレワークを検討している企業等の窓口として、
令和３年４月１日、山梨県 東京事務所内に開設。
企業の移転支援活動を行う。

問い合わせ先 〒102-0093
東京都千代田区平河町2-6-3 都道府県会館13階 山梨県東京事務所内

連絡先 03-5212-9033
メール nikyoten-center@pref.yamanashi.lg.jp

ご不明な点は、お気軽にお問い合わせください。


